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資源効率性に関する政策ガイダンス（OECD）

課題の背景 社会課題・ニーズ 技術の体系化
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先行事例

［8］ 資本主義の限界

出所：平成30年度成果報告書 重点技術領域の探索・分析手法の高度化に係る調査及び有識者ヒア結果等を基にNEDO技術戦略研究センター作成

太陽光発電、風力発電等

AI・ロボット課税

ベーシックインカム（フィンランド）

ブロックチェーンによる信用基盤の構築

「e-Estoniaプロジェクト」（エストニア）

「Reporting 3.0」（エストニア）

資本を軸とした
社会システムを
構築する

資本に代わる

社会システムを
構築する

更なる経済成長の追求
（＝資本主義の延命）

持続可能な社会システム
への転換

持続可能性を軸とする
社会システム

幸せを軸とする
社会システム

社会レベルでの対応

個人レベルでの対応

非効率性を許容するための効率化

指標の策定

幸せの指標化

投資対象の拡大

投資余力の拡大

居住設備の有効活用

食糧の安定供給

エネルギー資源の
安定供給

職業訓練機会の提供

富裕層への課税の強化

貧困層への分配の強化

消費資源の安定供給

耐久消費財の有効活用

雇用機会の確保

所得配分機能の強化

法人への投資

トライ＆エラーの受け皿となる環境の整備

新ビジネスに向けた規制の緩和

個人への投資

フードバンク・フードリサイクル（北米、南米、欧州、アジア等）

交通のオンデマンド化

分散型電源の開発

交通インフラの自動化

食糧のリサイクル

食糧の自給自足化

水の自給自足化

地域でのエネルギー
マネジメント

居住設備の稼働率向上

居住設備の共用化

最低限の所得の確保

最低限の行政サービス
の確保

最低限の生活資源の
確保

最低限の生活インフラ
の確保

事業化の推進

投資手段の多様化

投資用資金の増加

投資意欲の増進

IoT, ビッグデータ, AI, ロボットの活用

シェアオフィス・シェアハウス（米、日本等）

国民総幸福量（GNH)の行政目標化（ブータン）

IPO（新規公開株）

ブロックチェーンによるICO（新規仮想通貨公開）

クラウドファンディング（日本等）

VALU（日本）

規制のサンドボックス制度（日本、英国、シンガポール等）

収入の増加

支出の削減

富の集中の加速

強制労働の導入

社会保障の削減

投資メリットの向上

投資層の拡大

NISA（少額投資非課税制度）（日本）

子どもNISA（日本）

資産に対する課税

新技術に対する課税

最低所得の分配

公平な分配の実施

水資源の安定供給

「e-Residencyプログラム」（エストニア）

エネルギーマネジメント技術

民泊（米、日本等）

自動車の有効活用
自動車の稼働率向上

自動車の共用化 ライドシェアリング（米、東南アジア等）

カーシェアリング（米、日本等）

家具の有効活用

インフラの持続可能化

インフラ利用の最適化

インフラ提供の効率化

インフラメンテナンスの
効率化

生活インフラの
オンデマンド化

自動運転（米、独、日本等）

オンデマンド型モビリティサービス（米、独、日本等）

生活インフラの
パーソナライズ化

パーソナルモビリティの開発（トヨタ等）交通のパーソナライズ化

医療のパーソナライズ化 AI・IoTによるパーソナライズ医療（日本等）

行政サービスの電子化

税務申告の電子化
行政業務の電子化行政コストの削減

行政サービス提供の
最適化

行政サービスのパーソナライズ化

個人による行政サービス（国家）の選択

パーソナライズ化された統合ポータルサイト「会津若松＋」（会津若松市）

成長投資

所得配分

資源の
有効活用

行政
サービス

関連の深いSDGs：

幸福度の指標化（日立）

資源効率性の重視

新たな指標の策定

ロボットとの協働 コボットの開発（米国・日本、等）

第4次産業革命（AIやロボット等の出現）による仕事内容の変化
•上流工程（経営企画・商品企画・マーケティング、R&D）：ハイスキル～ミドルスキルの仕事（経営戦略策定担当、M&A担当、デー
タサイエンティスト、マーケッター、研究開発者）は増加
•製造・調達：製造・調達に係る仕事（製造ラインの工員、検収・検品係員、企業の調達管理部門、出荷・配送係）は減少
•営業・販売：付加価値の低い営業・販売に係る仕事（スーパーのレジ係）は減少
安心感が購買の決め手となる営業・販売に係る仕事（高額な保険の営業担当、コンサルティング機能を持つ法人営業担当）は
増加
•サービス：低付加価値の単純なサービスに係る仕事（大衆飲食店の店員、コールセンター、銀行窓口係）は減少、高付加価値な
サービスに係る仕事（高級レストランの接客係、きめ細やかな介護の担当者、アーティスト）は増加
•IT業務：ハイスキル～ミドルスキルの仕事（IoTビジネスの開発者、ITセキュリティ担当者）は増加
•バックオフィス：バックオフィスはAIやアウトソースによる代替によって減少（経理、給与管理等の人事部門、データ入力係）
（経産省, 2017）

世界のシェアリングエコノミー企業（ライドシェア、民
泊、ワークスペース・倉庫シェア・共同配送等、バイク
シェア、ファッションなど）476社に対するベンチャー投
資は、2013年の17億ドルから2016年に234億ドルま
で拡大（BCG, 2017）

イノベーションに関する日米の違いに対する諸見解（
各種ソースから引用）
•起業に対する社会的評価の違い
•イノベーションに対する考え方に違い
•起業家が評価されるポイントの違い（日本：収益性重
視、米国：ビジョン重視）
•遊び要素の有無、サバイバルコストの違い（余暇時
間の有無）
•雇用システムの違いを背景としたイノベーションエコ
システムの違い
•リスクマネーの集めやすさの違い（米国：成功者が次
のベンチャーに投資する資金循環が継続）

2016年度の国内シェアリングエコノミー（民泊、カーシ
ェアリング等）市場規模は503億円で、2021年度には
1071億円に達すると予想
（矢野経済研究所, 2017）
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